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Ⅰ　はじめに

　日本において，人口減少に伴う都市の縮退は，今

後の都市を維持していく上で喫緊の課題となってい

る．都市の縮退をふまえ，良好な都市の環境を維持

あるいは創出するため，都市農地 ・農業は不可欠で

あり，くわえて防災や教育等の多面的機能を有する

ことからも，極めて重要なものとなってきている．

2015年 ４ 月22日に「都市農業振興基本法」が議員立

法により成立し公布された．同法制定から 1年あま

りが経過し，2016年 5 月13日に同法第 ９条に基づい

て政府が定める，都市農業の振興に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るための基本となる「都

市農業振興基本計画」が閣議決定された（農林水産

省，2016，国土交通省，2016）．この基本計画では，

都市農地を「市街化すべきもの」から「都市にある

べきもの」へと転換するなど，都市農業に関して大

きな政策の転換がなされている．

　一方，都市の縮退を考えていく上で中心市街地の

活性化も大きな課題といえよう．戸所（2002）は，

コンパクトな都市づくりによる中心市街地の活性化

策の必要性を唱えている．近年，中心市街地の活性

化策として，100円商店街，バルイベント，まちゼミ

が注目されている（長坂ほか，2012）．この中で街を

飲み歩くイベントであるバルイベントは，200４年の

「函館西部地区バル街」での開催に始まり，この開催

を端緒として，200９年に千葉県柏市や兵庫県伊丹市

で開催され，その後，全国各地で飛躍的に増加して

きている．松下（2013）は，「函館西部地区バル街」

について，バル街とは，西部地区とバル街マップ（ガ

イドマップ），ピンチョー（つまみ）の 3つで構成さ

れている飲み歩きイベントであるとしている．参加

者は，例えば 1 冊 5 枚のチケットを3,500円で購入

し，飲食店はチケット 1 枚で 1 ドリンク ・ 1 フード
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を提供するものである．

　このような状況の中，筆者は2016年 5 月21日に，

近畿地方などでバルイベントを開催している団体に

よる第11回「近畿バルサミット」（伊丹市主催）に参

加し，近畿圏において各地でバルイベントが実施さ

れていることを把握した １ ）．これまで「近畿バルサ

ミット」に参加している団体の中で，大阪府八尾市

の「八尾バル」や大阪府堺市の「ガシバル」，兵庫県

三田市の「三田バル」では，バルイベントにおいて

地産地消の取組みが行われている．これらのうち「八

尾バル」は，地域特産野菜であるエダマメあるいは

若ゴボウをつまみの素材として全ての参加飲食店が

使用している，地産地消の取組みとして，既に相当

の開催実績がある．

　そこで，本稿では，大阪府の「八尾バル」を事例

に，地産地消の取組みを調査し，地域特産野菜の地

産地消をコンセプトとしたバルイベントの成立の背

景を，特産野菜の生産と地産地消の取組みという観

点から明らかにすることを目的とする．

Ⅱ　先行研究と本稿の位置づけ

１ ．都市農業における地産地消に関する研究
　前章で記した都市農業が見直される時代を迎え，

雑誌『都市問題』では2015年 6 月号で「特集　都市

における農業 ・農地のいま」が組まれている．この

中で内藤（2015）は都市農業と地産地消を論じ，都

市における地産地消の効果として，①都市住民が新

鮮な農産物を入手できること，②安全 ・安心な農産

物を入手できること，③都市住民（消費者）と農家

（生産者）との信頼づくり，④食育の推進，⑤環境の

保全と循環型地域社会づくりができること，⑥災害

時の食料安全保障の 6点をあげている．

　農業経済学の分野では，菅野 ・門間（2007）が，

都市住民の地産地消意識の評価を首都圏と地方中核

都市で比較するため，東京都世田谷区と岩手県盛岡

市の住民を対象として調査を行っている．また，大

阪府域を対象とした研究がいくつかみられる．藤田

ほか（200４）は，大阪府が行っている自治体認証「大

阪エコ農産物」の特別栽培農産物のブランド訴求に

よる地産地消の推進可能性を検討している．藤田

（200９）は，都市農業の振興方策としての学校給食に

おける地産地消の取組みを検討している．大阪府岸

和田市 JAいずみの「愛彩ランド」を対象として，

藤田ほか（2013）は農産物直売所設置にともなう生

産者の意識変化のアンケート調査を，堀野ほか

（2012）は来店者の農業・地場農産物に対する意識調

査を行っている．冨田ほか（200４）は，大阪府北摂

地域の酒造業者を中心とした地産地消の取組み実態

を把握し課題を提起している．このように生産者あ

るいは消費者に関する研究が多い中，田中ほか

（2016）は，埼玉県の施策である埼玉県産農産物サ

ポート店における飲食店の登録店舗を対象として，

地産地消の推進に関する飲食店店主の意識を調査し，

店主は売上増加の期待よりも，地産地消を通して県

の農業に貢献することや県産農産物のアピール，地

域活性化等に期待していることを明らかにしている．

　地理学においては，奥山 ・中村（201４）による，

埼玉県比企郡吉見町を研究対象地域とした大都市近

郊におけるイチゴ産地の変容と地産地消化を明らか

にしたものがみられる．また，石原（2017a）は，大

都市圏の中心にある東京都と大阪府を比較した場合，

農業の六次産業化の指標として考えられる，農業セ

ンサスの農業関連事業のデータから，直売以外の取

組みである農業体験農園や農家レストランなどの数

は，東京都で多く，大阪府で少なく，これは近畿地

方では水田農業が主であることに起因しているので

はないかと推察している．このように大都市圏にお

ける地産地消に関する地理学的研究はあまりみられ

ない．
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２ ． 中心市街地活性化策としてのバルベントに  
関する研究

　バルイベントについての先行研究をみると，松下

（200９）は，「函館西部地区バル街」の集客メカニズ

ムを，普段行くことのできない店の敷居の低さにあ

るとしている．真鍋（2013）は，近畿地方のバルイ

ベントを対象とし，バルイベントの集客メカニズム

は敷居の低さだけでなく，通常一軒の店に行く料金

で複数の店を楽しめることにあるとしている．商店

街活性化イベントとして継続的にバルイベントを実

施していく観点から，清水 ・中山（201４,2015）は，

「あるくん奈良まちなかバル」を対象に調査を行い，

バルイベントに来た客による飲食店の評価を参加店

に知らせることの重要性を指摘している．角谷

（2015）は，「伊丹まちなかバル」を対象として調査

し，バルイベント開催以降，実施区域の商店街で飲

食店が増加したことを確認している．長・樋口（2016）

は，新潟県の「ながおかバル街」によるまちの賑わ

い創出を論ずる上で，全国のバルイベントの実施状

況についてインターネットを中心に調べているが，

近畿地方についてみるとインターネットでの検索に

よる限界が見受けられる．このように先行研究は，

商学や建築学の視点からごくわずかしかみられない．

　まちあるきマップに着目すると，遠藤（2016）によ

りまちあるきブームをふまえての実務的な関心は持

たれている．しかし，地理学研究の対象としては，ま

ちあるきマップには必ずしも関心が持たれてはいな

いようである．また，中心市街地のイベントに関す

る地理学研究をみると，駒木（2016）は，愛知県豊橋

市を研究対象地域として商店街を場としたまちづく

り活動を報告しているが，回遊型イベントであるバ

ルイベントを扱ったものではない．他方，五嶋（2012）

は，長野県岡谷市での回遊型イベントである日本酒

の飲み歩きイベントを報告しているが，造り酒屋が

集積する地域を対象としたものであり，日本酒生産

の場を観光資源として活用している事例である．

　このように地理学的な視点でのバルイベントに関

する先行研究がみられない中，石原（2016）は，「伊

丹まちなかバル」の取組みを対象として，開催する

上で必要不可欠な要素としてのガイドマップに着目

し，その変遷を把握し，参加者にとって使いやすく，

かつ参加店舗の提供内容がわかりやすいガイドマッ

プへと改善が続けられていることを明らかにしてい

る．また，石原（2017b）は，滋賀県では，中心市

街地活性化基本計画策定市 ４市と，近畿圏の中で兵

庫県に次いで 2番目に多く，中心市街地の活性化が

課題となっている市が多いことから，同県の各市に

おいて開催されたバルイベントに着目し，都市の規

模，開催の状況と継続性，ガイドマップの特徴等，

それぞれの地域的特性を明らかにしている．

３ ．八尾市の農業に着目した研究
　ここで八尾市の農業に着目した地理学研究をみて

みよう．山中（1９77）は，現在の八尾市と東大阪市

の一部を明治 ・大正期の八尾地域として捉え，農家

副業からみた八尾地域の変容を明らかにしている．

八尾地域が，大阪府の中では畑作に適した場所が多

く，綿作が衰退した後，大阪市との近接性から農家

副業が発達したとしている．高橋（1９９1）は，改正

生産緑地法施行前の1９９0年代初頭に八尾市を研究対

象地域として調査を行い，都市農業の特質とその問

題点を指摘している．

　なお，これらの他に，農業経済学の分野では，東

（1９82）が，八尾市における農民の「出作」について

調査をしている．また，八尾市に立地する大阪経済

法科大学で公開講座が開かれ，豊田（200９）が近年

の同市の農業を特産のエダマメを用いて紹介してい

る．さらに，国土交通省都市局（2015）は，201４年

度『集約型都市形成のための計画的な緑地環境形成

実証調査』の一地域として八尾市の都市空間のあり

方を検討し，都市農業 ・農地の調査を行っている．
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４ ．本稿の位置付け
　八尾市の農業に着目した地理学研究は，近年はな

されていない．大都市圏の農業における地産地消に

関する研究は，生産者あるいは消費者に視点を置い

たものがほとんどであり，飲食店に着目した研究は

農業経済学の分野で田中ほか（2016）にみられるだ

けである．一方，バルイベントに関する研究は，バル

イベントそのものに視点を置いたものがほとんどで

あり，バルイベントを通じた地産地消の取組みに着

目した研究はみられない．小長谷（2012）は，地域

活性化を検討する上で地域商業の重要性を説くとと

もに，成功事例の分析が必要であることを指摘して

いる．このようなことから，本研究において，開催

実績のある「八尾バル」を取り上げ，地域特産野菜

の地産地消をコンセプトとしたバルイベントの成立

の背景を明らかにすることは意義あるものと考える．

Ⅲ　研究対象地域および研究方法

１ ．研究対象地域
　研究対象地域は，大阪府八尾市とする（第 1図）．

同市は，大阪府の中央部東寄りに位置する，市域は

４1.72㎢，人口26.９万（2015年10月 1 日現在，国勢調

査）の施行時特例市であり，西は大阪市に，北は東

大阪市に，南は柏原市や松原市，藤井寺市に，東は

生駒山系を境にして奈良県に接している．交通の面

からみると八尾市は大阪市の南東部に隣接しており，

JR関西本線（大和路線）と近鉄大阪線，大阪市営地

下鉄谷町線の 3本の鉄道で大阪市と結ばれ，大阪市

都心部への所要時間が約15分となっている．また，

近畿自動車道や大阪中央環状線，外環状線，国道25

号が市域を通っている．

　このように，交通利便性が高いことから，早くか

ら大阪市の近接の住宅地として発展するとともに，

工場の立地が進み，日本で有数の中小企業のまちと

なっている．一方で，豊かな自然と歴史 ・文化を有

している．高安山はみどり豊かなレクリエーション

の場となっており，山頂からは大阪平野を一望する

ことができる．農業は比較的盛んであり，花き ・花

木のほか，エダマメや若ゴボウなどの特産品がある．

山麓のため池には，絶滅危惧種に指定されている日

本固有の淡水魚ニッポンバラタナゴが生息しており，

自然再生推進法の協議会が設置され，保全の取組み

が進められている（環境省，201４）．

　なお，国勢調査の結果から人口についてみると，

大阪府全域では1９９0年から2010年まで増加し，2015

年に減少しているが，八尾市では1９９0年以降一貫し

て微減傾向にあり，人口増加による都市化の圧力は

早い時点で弱くなっていることが推察される（第 2

図）．また，大阪府では，八尾市も含めて府内全域の

市が改正生産緑地法の特定市となっている．

第 １ 図　研究対象地域
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２ ．研究方法
　本稿では，まず，地域特産野菜が現在も栽培され

ている八尾市の1９９0年以降の農業の状況について，

農業に関する統計に基づき農業経営基盤と栽培品目

の変化という観点から明らかにする．分析では，主

に1９９0年から2015年までの農業センサスによるデー

タを使用している．

　つぎに，バルイベントについては，八尾バル実行

委員会（以下，実行委員会）からバルマップや参加

店舗数およびチケット販売数のデータの提供を受け

た ２ ）．また，地産地消の取組みのコンセプトや運営

方法などについて実行委員会から聞き取りを行った．

くわえて，2016年 7 月30日（第11回）と2017年 3 月

４ 日（第12回），同年 7月22日（第13回）に行われた

バルイベントの現地での観察を行った．

　これら収集した農業の状況やバルイベントに関す

る情報を考察し，「八尾バル」における地域特産野菜

の地産地消をコンセプトとしたバルイベントの成立

の背景を明らかにする．なお，筆者が過去に行った

調査（石原，2016）での伊丹市への聞き取り結果を

補足的に用いた．

Ⅳ　八尾市における都市農業の状況

１ ．農業経営基盤の推移
　農業経営の基盤となる農家戸数の推移を示したの

が第 3図である．農家戸数は1９９0年に1,775戸であっ

たものが，2015年には９75戸とおよそ5４.９％にまで減

少している．専業農家戸数については，1９９0年に23４

戸であったものが，2015年には10９戸に減少してお

り，専業農家の占める割合は13.3％から11.2％へと低

下している．第 1種兼業農家については，1９９0年に

172戸であったものが，2015年には1４戸に減少してお

り，第 1種兼業農家の占める割合は９.7％から1４.４％

となっている．第 2種兼業農家については，1９９0年

に1,36９戸であったものが，2015年には1４９戸に減少

しており，第 2 種兼業農家の占める割合は77.1％か

第 ２ 図　大阪府および八尾市の人口の推移（１990～２0１５年）
資料：国勢調査各年により筆者作成．
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ら15.3％となっている．2000年から区分が設けられ

た自給的農家については，2000年に73４戸であったも

のが，2015年には703戸に減少している．しかし，自

給的農家の占める割合は2000年の55.９％から2015年

の72.1％と大きくなっている．

　大阪府全域における農家戸数の推移と八尾市のそ

れとを比較すると，1９９0年から2010年までは同じ程

度で減少してきているが，2010年から2015年にかけ

ては八尾市での減少が大きい．

　次に，経営耕地面積の推移を示したのが第 ４図で

ある．経営耕地面積は1９９0年に5９2ha であったもの

が，2015年には157haと73.5％減少している．府全域

の経営耕地面積の推移と八尾市のそれとを比較する

と，2000年以降の同市の経営耕地面積の減少が著し

い．また，府全域の経営耕地面積の内訳と同市のそ

れを比較すると，同市において畑や樹園地の占める

割合が大きい傾向にある．

２ ．八尾市の栽培品目の推移と地域特産野菜
　つぎに，栽培品目の推移をみよう．八尾市の一位

品目別農家戸数の推移をみたのが，第 5図である．

同市においては，1９９0年から2015年にかけて，イネ

が一位品目である農家数は４0％弱から約30％にまで

低下してきている．露地野菜や花き ・花木が一位品

第 ４ 図　大阪府および八尾市の経営耕地面積の推移（１990～２0１５年）
資料：農業センサス各年により筆者作成．
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１）大阪府 ２）八尾市

2015

2010

2005

2000

1995

1990

作物

施設野菜

露地野菜

果樹

花き・花木

その他

2015

2010

2005

2000

1995

1990

作物

施設野菜

露地野菜

果樹

花き・花木

その他

（年） （年）

稲稲

0 20 40 60 80 100 0 20 40 60 80 100

（％）（％）



― 34 ―

目である農家が占める割合が常に過半を占めている．

府全域の一位品目別農家戸数の推移をみると，一貫

してイネが一位品目である農家数の割合が過半を占

めているが，それと比較して，八尾市は園芸の盛ん

な地域であり，その傾向が強まってきているといえ

よう．

　八尾市はHPで特産野菜として，エダマメと若ゴ

ボウ（八尾市経済環境部産業政策課農業振興係，

2011，2012）を取り上げている．HP によれば，同

市のエダマメは，近畿地方で第 1位の収穫量を誇る．

また，若ゴボウは，出荷量が300トンを超え，全国で

もトップクラスとしている．食物繊維や鉄分，カル

シウム，ルチンを多く含み，健康食材としても注目

を浴びており，「葉ゴボウ」とも呼ばれ，葉 ・茎 ・根

を丸ごと食べることができ，しゃきしゃきとした歯

ざわりとほのかな苦味が食卓に春を運ぶとされてい

る．

　このようにエダマメと若ゴボウは，八尾市の地域

特産野菜となっている．筆者は，第12回「八尾バル」

が開催された2017年 3 月 ４ 日午後に若ゴボウを販売

しているJA大阪中河内農産物直売所「畑のつづき」

八尾店に販売の様子を確認に出向いたが，既に売り

切れの状態であった（写真 1 ）．また，若ゴボウの

PR は市内の消費者のみならず，市外から訪れる人

の目にも留まるよう，八尾市観光協会でもポスター

が掲示されるなどの取組みがなされている（写真 2）．

Ⅴ　「八尾バル」の特徴

１ ．開催状況
　「八尾バル」は，2011年10月2９日に第 1回が開催さ

れ，以降2017年 7 月22日の第13回まで継続している

（第 1表）．第 1回は開催時期が秋野菜の季節であり，

八尾市産の野菜をつまみの素材に使うことからスター

トしている．第 2回は2012年 3 月18日と1９日に，第

3回は2012年 7 月28日に，それぞれ開催されている．

八尾市の地域特産野菜である若ゴボウの旬である 3

月，あるいはエダマメの旬である 7月に合わせて開

写真 １ 　 JA 大阪中河内農産物直売所「畑のつづき」八尾
店の様子
資料：筆者撮影（2017年 3 月 ４ 日）．

写真 ２ 　観光案内所内に掲示された八尾若ゴボウのポスター
資料：筆者撮影（2017年 3 月 ４ 日）．

第 １ 表　「八尾バル」の開催経過

回 年月日 開催時間
1 2011年10月2９日（土） 17時～23時

2 2012年 3 月18日（日）・
　　　　　1９日（月）

12時～16時（Café バル）
17時～23時（夜バル）

3 2012年 7 月28日（土） 12時～23時
４ 2013年 3 月 ９ 日（土） 12時～23時
5 2013年 7 月27日（土） 12時～23時
6 201４年 3 月 1 日（土） 12時～23時
7 201４年 7 月26日（土） 12時～23時
8 2015年 3 月21日（土） 12時～23時
９ 2015年 7 月25日（土） 12時～23時
10 2016年 3 月26日（土） 12時～23時
11 2016年 7 月30日（土） 12時～23時
12 2017年 3 月 ４ 日（土） 12時～23時
13 2017年 7 月22日（土） 12時～23時
資料： 八尾バル実行委員会提供資料および聞き取りにより

筆者作成．
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催時期が設定された．以降，年 2回，若ゴボウとエ

ダマメのそれぞれの旬の時期である 3月と 7月での

開催が定着し継続して開催されている．チケットは，

5枚綴りで，前売り3,000円，当日売り3,500円となっ

ている．

　参加飲食店数とチケット販売数の推移を第 6図に

示す．第 1回の参加飲食店数は16店舗であった．こ

れが，第12回には3９店舗にまで増加し，チケット販

第 6 図　「八尾バル」の参加飲食店数とチケット販売数の推移
資料：八尾バル実行委員会提供資料により筆者作成．
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写真 ３ 　ブック型（第１２回）とマップ型（第１１回）
資料：筆者撮影（2017年10月12日）．

第 7 図　第１２回「八尾バル」のガイドマップブックにみる参加飲食店の位置
資料：八尾バル実行委員会（2017a）．
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売数も増加傾向にある．参加飲食店数やチケット販

売数の変化や，年 2回，着実に開催を継続してきて

いることから，「八尾バル」は，バルイベントの成功

事例の一つとして考えられるであろう．

　ガイドマップについてみると，第 1回から第11回

までは，折りたたみ型のガイドマップであったが，

第12回では，ブック型のガイドマップになっている

（写真 3）．このガイドブックのマップから，第12回

の参加飲食店の立地についてみると，第 7図のとお

り実行委員会の本部が置かれた近鉄八尾駅と河内山

本駅，JR八尾駅の 3ケ所である（八尾バル実行委員

会，2017b）．近鉄八尾駅の周辺の参加飲食店数が25

店と最も多く，近鉄線の河内山本駅と JR 八尾駅で

各 7店となっている．

２ ．開催コンセプトとその効果
　ここで「八尾バル」の開催のコンセプトをみよう．

第12回を終えた後に出された『八尾バル実行委員会

報告書（以下，報告書）』（八尾バル実行委員会，

2017b）には，開催概要が記載されている．開催目

的として，「『八尾に来てもらう』大阪府在住でもそ

れほど知らない八尾市．でも来てみればいい町とい

うことがわかってもらえるはず！ということで『八

尾に来てもらって八尾を知ってもらう！』」との説明

が記載されている．また，実行委員長のコメントが

掲載されており，「各地で開催されている様々なバル

イベントの中でも，地域に根付いた「地産地食」を

コンセプトにしているのは，『八尾バル』の他には

『三田バル』だけであり，さらに全参加店にて同じ地

元食材を使い一品を出していただいているのは『八

尾バル』だけ」とされている．

　2017年 ４ 月18日に行った実行委員会への筆者によ

る聞き取りによれば，他のバルイベントのように参

加店舗に任せるのではなく，八尾市ならではのバル

イベントにしたいとの思いから，第 1回から地産地

食をコンセプトにした ３ ）．ただし，第 1 回では，地

産地食は決まったが，開催時期が秋だったため，エ

ダマメと若ゴボウはともに収穫時期ではなく，八尾

市産の野菜の利用を参加条件とした．その後，第 2

回からエダマエと若ゴボウという地域特産野菜の利

用を参加条件とした．飲食店からは自由に作りたい

という声もあったが，それほど高価な食材でもなく，

八尾市ならではのバルイベントにしたいと実行委員

会が説明し，飲食店の協力を仰いだ．

　また，報告書には，実行委員会が参加者に行った

アンケート調査結果が掲載されており，回答者は４1

名で，八尾市内27名，八尾市外12名，大阪府外 2名

となっている．このアンケート調査結果の記載から，

バルイベントそのものへの満足度が高く，市内在住

者でも認識していなかった地域特産野菜である若ゴ

ボウの存在を知る機会となっていることなど，開催

コンセプトの効果が現れているものと考えられる ４ ）．

３ ．運営方法の特徴
　ここで，このようなコンセプトをどのように実現

しているかをみよう．「八尾バル」の実施主体は実行

委員会である．実行委員会は，委員長以下，全員市

民ボランティアで会社員，主婦，フリーライター，

学生により構成されている．したがって，事務局も

一般市民により運営されている．実行委員会は，2012

年度と2013年度の 2カ年に限り，八尾市市民活動支

援基金助成金を受けている．八尾市人権文化ふれあ

い部市民ふれあい課（2017）によれば，この助成金

は，市民活動団体が継続活動を行う上で必要となる

団体の組織基盤の強化を図り，助成終了後に自立 ・

継続 ・発展して事業が行なえる組織力を培うことを

目的としており，団体設立時や団体が発展的に事業

展開を図る段階の事業に対して助成を行っている．

その助成対象は，①市民活動団体が新たに行う事業

または既存の事業を拡大し，もしくは発展させる事

業，②公益性のある事業，市内全域の市民が受益者

となり得る公益に資する事業となっている．実行委
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員会の活動は，これらに該当するものと判断されて

いる ５ ）．このように，実行委員会の活動が上記の①

と②を満たしていることから，全ての飲食店を対象

とした活動ではないものの，助成対象となっている． 

　飲食店への参加の呼び掛けは，実行委員会のメン

バーによる個別訪問により行われている．飲食店の

参加条件は，開催時期に応じて地域特産野菜である

エダマメあるいは若ゴボウをつまみの素材として必

ず使うことである．

　ここで，近畿地方で最も早い時期にバルイベント

を開催し継続している兵庫県伊丹市の「伊丹まちな

かバル」の運営方法をみよう．実施主体は伊丹市中

心市街地活性化協議会である．これは，伊丹市が中

心市街地活性化基本計画の策定市であることに起因

している．同協議会の構成メンバーは，市や伊丹市

商工会議所，伊丹都市開発（株）などである．事務局

は，伊丹都市開発（株）が担っている．飲食店への参

加の呼び掛けは，市報により周知されている．

　「八尾バル」と「伊丹まちなかバル」の運営方法の

比較を第 2表に示した．「八尾バル」の実施主体であ

る実行委員会は市民が自発的に活動を行っている組

織であり，運営にあたって組織間の制約が少ないも

のと推測される．このことにより，開催時期に応じ

て地域特産野菜であるエダマメあるいは若ゴボウを

つまみの素材（写真 ４）として必ず使うという参加

条件を飲食店に課すことが可能であり，参加全店舗

が同一の地域特産野菜を食材として使ったつまみを

提供することを可能にしているといえよう．

　なお，すでに農家と取引のあった飲食店ばかりで

はないので，飲食店へのエダマメや若ゴボウの供給

にあたっては，JA大阪中河内農産物直売所「畑のつ

づき」八尾店の協力が一貫して得られている．第12

回では，個別の農家からの直接供給もなされている．

農業側からみても，「八尾バル」への協力は，地産地

写真 ４ 　「八尾バル」におけるつまみの例
資料：筆者撮影（左側2016年 7 月30日，右側2017年 3 月 ４ 日）．

注：エダマメはカキのグラタンの具としてそのままの形状で用いられている（左側）．
　　また若ゴボウはオムライスの具として茎を薄くスライスして用いられている（右側）．

第 ２ 表　「八尾バル」と「伊丹まちなかバル」の運営方式の比較

項目 八尾バル 伊丹まちなかバル
実施主体 実行委員会 伊丹市中心市街地活性化協議会

実施主体の構成メンバー 一般市民
伊丹市
伊丹市商工会議所
伊丹都市開発（株）　など

参加店舗への呼び掛け 実行委員による個別訪問 市報による掲載
事務局 実行委員会 伊丹都市開発（株）
資料：八尾バル実行委員会への聞き取りおよび石原（2016）により筆者作成．
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消の推進という観点から意義あるものと考えられる．

Ⅵ　 地域特産野菜の地産地消をコンセプトと  
した取組みが実施可能な背景

　本稿では，「八尾バル」の全参加飲食店が地域特産

野菜であるエダマメあるいは若ゴボウをつまみの素

材とした地産地消の取組みをみてきた．このような

取組みを可能としている背景として，以下の 2点が

考えられる．

　第 1に，八尾市の農業生産の地域的特性である．

同市は，大阪府の中でも野菜や花きなどの園芸が盛

んな地域であり，現在でもエダマメや若ゴボウといっ

た地域特産野菜が栽培されている．地産地消を全面

に打ち出す象徴となるエダマメや若ゴボウという素

材が存在している．

　第 2に，「八尾バル」は市民が主体となり実行委員

会が組織され，運営されてきていることである．実

行委員会は，八尾市を知ってもらうため，参加飲食

店が地域特産野菜であるエダマメや若ゴボウを用い

たつまみの提供を徹底することで，他のバルイベン

トとの差別化を図っている．このような運営方法を

可能にしているのは，実行委員会が地方公共団体等

から制約を受けずに運営を行っていることからと推

察される．

　これら 2つの背景があり，地域特産野菜の地産地

消をコンセプトとした「八尾バル」が開催できてい

ることは，他のバルイベントとの差別化が図られ，

継続開催を可能にしている要因の一つにもなってい

ると考えられる ６ ）．

　なお，今後，大阪府堺市の「ガシバル」や兵庫県

三田市の「三田バル」における地産地消の取組みに

ついても調査を行い，それぞれの農業生産に係る地

域的特性とバルイベントがどのような運営方法で実

施されているかを明らかにしたい．将来的には，「八

尾バル」を含めた 3地域を比較することで，バルイ

ベントにおける地産地消の取組可能な地域の推定を

行い地域活性化に寄与したい．

謝　辞
　八尾バル実行委員会の川瀬英樹実行委員長には資

料の提供と聞き取りの対応をいただいたことに謝意

を表する．

（受付2017年 7 月31日） 
（受理2017年10月18日）

注

1 ） 筆者は，「近畿バルサミット」に第11回だけでなく，
2016年10月22日開催の第12回，2017年 5 月20日開催の第
13回にも出席している．
2） 第13回は，本稿の投稿直前の2017年 7 月22日に開催さ
れており，チケット販売数は不明である．
3） 「単なる消費ではなく，地元で地元の食材を楽しみ，地
元愛を育んでもらいたい．地元にいても知らないことを
知ってもらいたい」という思いからとのことである．
４） 「楽しかったか？」の質問に，63.４％が「楽しかった」，
36.6％が「とても楽しかった」と答えており，「あまり楽
しくなかった」と「楽しくなかった」はそれぞれ 0％と
なっている．また，「若ごぼうのおいしさを堪能できた
か？」の質問に，65.0％が「とてもそう思う」，32.5％が
「そう思う」と答えており，「あまりそう思わない」が

2.5％，「そう思わない」が 0％となっている．さらに，自
由記述では，「八尾に生まれたのに知らなった特産品を知
れました！若ごぼうおいしかったです！」といった回答
もみられる．また，「マップも見やすく全部おいしそう！
行くお店に悩みました！」との記述がみられる．
5）  2017年10月12日に，八尾市市民活動支援基金助成金を
所管する八尾市人権文化ふれあい部市民ふれあい課に助
成の対象事業について確認した．
6） 「八尾バル」の成功は実行委員会の行動力に負うところ
が大きい．その中心となってきている実行委員長が第13
回をもって退き，交代するとのことで，運営上の今後の
新たな課題と考えられる．
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